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自己紹介
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• 博士（教育学）
• 研究分野：教育行政学
• 研究テーマ：教員のワークライフバランス
• 文部科学省教員勤務実態調査（2006年）
• 文部科学省教員勤務実態調査（2016年）
• 中央教育審議会専門委員（初等中等教育分科会学校における働き方改革特別部会）

[出所] ベネッセ教育総合研究所ウェブサイト、Amazonウェブサイト



長時間労働は健康に悪影響を与える

2016年に74万5千人が過労死
COVID-19累計死者500万人

身体的リスク
週55時間以上労働する人は、
週35-40時間労働する人と比べて

脳卒中リスク：35％高い

虚血性心疾患リスク：17％高い
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［出所］WHO（2021） Long working hours 
increasing deaths from heart disease and 
stroke: WHO, ILO.



長時間労働は何を引き起こすか？（Ⅳ）
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Kivimäki, M. et al. (2015). Long working hours and risk of coronary heart disease and stroke: a systematic review and meta-
analysis of published and unpublished data for 603,838 individuals. Lancet, 386(10005), 1742 (Fig.4). 



長時間労働は何を引き起こすか？

研修医を対象とした研究
教員と同じヒューマンサービス従事者

長時間労働（Traditional Schedule）
の方が医療ミス（赤枠部分）が多い

⇒労働時間の見直しをすると改善
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Landrigan, C. P., Cronin, J. W., Katz, J. T., & Bates, D. W. 
(2004). Effect of Reducing Interns’ Work Hours on Serious 
Medical Errors in Intensive Care Units. The New England 
Journal of Medicine, 11.



部活動のやりすぎは生徒の健康を損ない、競技者生命を脅かす
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2016年文部科学省教員勤務実態調査にみる部活動業務

7[出所]文部科学省ウェブサイト「学校における業務改善について」＜https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/uneishien/1297093.htm＞



長時間労働を左右するのは部活動

8[出所] リベルタス・コンサルティング（2018）「公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究」報告書、61頁



技能保持と心理的負担

9[出所] リベルタス・コンサルティング（2018）「公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究」報告書、112頁



土日の部活動の増加

10[出所] リベルタス・コンサルティング（2018）「公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究」報告書、98頁



部活動業務時間と過労死ライン
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• 部活動業務時間
• 平日1日あたり41分
• 土日1日あたり2時間9分（→すべて「残業」）
• 単純計算で1週間で7時間43分、1ヶ月（4週間）で30時間52分

• 中学校教諭の1週間の勤務時間
• 平均勤務時間：63時間20分
• 残業時間：24時間35分（63時間20分－38時間45分）

• 文科省「残業ガイドライン」は1ヶ月45時間（1週間11時間15分）
• 「過労死ライン」は1ヶ月80時間（1週間20時間）
• ガイドラインに収めるには部活動全廃しても足りない

• 24時間35分－7時間43分＝16時間52分



部活動指導員
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• 総務省の専門スタッフ調査
• 設置者たる教育委員会が部活動指導員の設置状況を左右する



減らない部活動数
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[出所] みずほ情報総研株式会社（2018）『過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業報告書（教職員に関する調査）』182、183頁。



中学校一人あたり教員数
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• それほど減っていないが、
• 大量退職と大量採用による「ふたこぶラクダ」化

• 若手の急増と薄くなる中堅層とベテラン増加
• 再任用（超ベテランの増加）
• （共働き家庭の増加？）
• 若手に部活動負担が集中しやすい職場環境になっている可能性
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[出所] 文部科学省「学校基本調査」各年版より報告者作成。
注：本務者（常勤の再任用を含む）



[出所] 文部科学省「学校教員統計調査（確定値）」2019年度より。



中学校の学級数
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• 単級（1クラス）だけの中学校が減少
• 超大規模校（21学級以上）が減少
• 標準的な学級数の中学校が増えつつある
• おそらく学校統廃合が進んでいる
• つまり、学級数減少→統廃合を繰り返す
• よって、部活動数についての議論が生起しにくい
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[出所] 文部科学省「学校基本調査」各年版より報告者作成。



教員の「アンペイドワーク」としての部活動の持続可能性
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• 部活動指導員に関する議論とその反射的効果
• 人材確保（質の保証、謝金水準、人材偏在）
• 財源確保
• 教員の部活動指導が事実上の「アンペイドワーク」と可視化

• 教員のボランタリーな業務としてはあまりにも過大な負担
• 教員による部活動業務の持続可能性はゼロに近いと認識すべき



民業圧迫？失われたマーケット？
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• 民業圧迫の観点から議論しうる
• 学校の付加的サービスとしてはあまりにも過剰

• 休日1日4時間で1人1万円（本来の教員時給換算で2500円）
• 1校に10の部活動があれば10億円（1万校×10部活）
• 土日どちらか1日部活を年間50週やるなら全国で500億円のマー

ケットが教員の（部活手当はあるが）事実上の無償労働で展開
している

• 生徒、保護者、地域住民はフリーライド状態
• 学校・教員もマネジメントを欠如させ見直しできず
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• この資料作成に際して、独立行政法人教職員支援機構調査研究
プロジェクト「学校運営の行動変容を促進する要因の解明に関
する調査研究プロジェクト」の成果の一部を参照した。


